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個人情報保護規程 

                   

第１章 総則 

第１条（目的） 

この規程は、大受保育園個人情報保護方針に基づいて、社会福祉法人紫

山福祉会大受保育園（以下「当園」という。）が取り扱う個人情報の適切な

保護をするための基本規程であり、当園の事業の適正かつ円滑な運営を図

りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

 

第２条（適用対象者） 

   この規程は、当園の職員及び雇用契約や委託契約等に基づいて当園の業

務に従事するすべての者（以下、これらの者を「職員ら」という。）に適用

する。 

 

第３条（定義） 

   この規程において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であっ

て、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

  ⑴ 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人

を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、

それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）。 

  ⑵ 個人識別符号が含まれるもの 

 ２ この規程において「要配慮個人情報」とは、前項の個人情報のうち、本

人の人種、信条、社会的身分、病歴、前科前歴、犯罪により害を被った事

実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じるおそれが

あるため、特に慎重な取扱いが求められる記述等が含まれる個人情報をい

う。 
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 ３ この規程において「匿名化」とは、個人情報の一部を削除又は加工する

ことにより、特定の個人を識別できない状態にすることをいう。匿名化さ

れた情報は個人情報としては扱われない。但し、その情報を主として利用

する者が、他の情報と照合することによって容易に特定の個人を識別でき

る場合には、未だ匿名化されておらず、匿名化が不十分である。 

 ４ この規程において「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個

人をいう。 

５ この規程において「代理人」とは、未成年者又は成年被後見人の法定代

理人若しくは本人が委任した者をいう。 

 

第４条（守秘義務） 

   職員らは、在職中又は退職した後を問わず、また、その職種を問わず、

当園の従事者として、職務上知り得た個人情報を、正当な事由なく第三者

（当院外部の者等のほか、当該個人情報と直接関係のない職員も含む。）に

漏らしてはならない。 

２ 職員らは、前項の義務を遵守することを書面によって誓約しなくてはな

らない。 

 

第２章 個人情報の取得、利用 

第５条（利用目的の特定・変更） 

職員らは、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下「利

用目的」 という。）をできる限り特定しなければならない。 

２ 前項の手順に従っていったん特定した利用目的を変更する場合には、変

更前の利用目的と関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行っ

てはならない。 
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第６条（適正な取得） 

職員らは、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 

２ 職員らは、前条第２項各号のいずれかに該当する場合を除くほか、あら

かじめ本人の明示又は黙示の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得して

はならない。 

 

第７条（利用目的外の利用の制限）  

職員らは、あらかじめ本人の同意を得ることなく、第５条の規定により

特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱って

はならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

⑴ 法令に基づく場合 

⑵ 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本

人の同意を得ることが困難であるとき。 

⑶ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある

場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

⑷ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定め

る事務を遂行する ことに対して協力する必要がある場合であって、本人

の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあると

き。 

 ３ 当園は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、

利用目的以外の目的のための内部における利用を特定の職員に限るものと

する。  

 

第３章 個人情報の第三者への提供 

第 8条（第三者提供の制限） 
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職員らは、第７条第２項各号に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人

の同意を得ないで、個人情報を第三者に提供してはならない。  

２ 職員らは、取得した個人情報を本人の同意を得て、第三者へ提供するに

あたっては、提供先に対して当該個人情報が適正に取り扱われるために必

要な措置を講ずることを求めるものとする。 

 

第 9条（第三者提供に係る記録の作成等） 

職員らは、個人情報を第三者（国の機関、地方公共団体、独立行政法人

等を除く。以下この条及び次条において同じ。）に提供したときは、当該個

人情報を提供した年月日、当該第三者の氏名又は名称その他の事項に関す

る記録を作成しなければならない。但し、当該個人情報の提供が第６条第

２項各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

２ 当園は、前項の記録を、作成した日から起算して３年を経過する日まで

の間、保存しなければならない。  

 

第 10条（第三者提供を受ける際の確認等） 

職員らは、第三者から個人データの提供を受けるに際しては、次に掲げ

る事項の確認を行わなければならない。但し、当該個人データの提供が第

７条第２項各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

⑴ 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表

者（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、

その代表者又は管理人）の氏名 

⑵ 当該第三者による当該個人データの取得の経緯  

２ 職員らは、前項の規定による確認を行ったときは、当該個人データの提

供を受けた年月日、当該確認に係る事項その他の事項に関する記録を作成

しなければならない。  
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３ 当園は、前項の記録を、作成した日から起算して３年を経過する日までの

間、保存しなければならない。 

 

第４章 個人情報の保管、管理 

第 11条（正確性の確保等） 

職員らは、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人情報を正確か

つ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個

人情報を遅滞なく消去するよう努めなければならない。 

 

第 12条（職員らの責務） 

職員らは、個人情報が個人の人格尊重の理念の下に慎重に扱われるべき

ものであることを十分に認識し、この規程及び法令等を遵守しなければな

らない。 

 

第 13条（個人情報の保管方法） 

個人情報は、原則として施錠可能な保管場所に保管し、鍵は、園長又は

園長から個人情報の利用権限を付与された者が保管する。 

 

 

第 14条（紙媒体により保存されている園児の記録等の保管及び管理） 

紙媒体により保存されている園児の記録等の保管については、所定の保

管場所に収納し、滅失
めっしつ

、毀損
き そ ん

、盗難等の防止に十分留意するものとする。 

 ２ 園児の記録等を業務に利用する際には、滅失
めっしつ

、毀損
き そ ん

、盗難等の防止に十

分留意するとともに、記録の内容が部外者等の目に触れないよう配慮しな

くてはならない。 

 ３ 園児の記録等は原則として園外へ持ち出してはならない。但し、職務遂
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行上やむを得ず持ち出す場合には、園長の許可を得ることとし、返却後に

も園長の確認を得なくてはならない。園長は、所管する園児の記録等の園

外持ち出しおよび返却に関して、日時、利用者、持ち出しの目的等を記録

し、５年間保存することとする。 

 ５ 法定保存年限又は当園所定の保存年限を経過した園児の記録等を廃棄処

分する場合には、裁断等処理を確実に実施するものとする。 

 

第 15条（電磁的に保存されている園児の記録等の保管及び管理） 

コンピュータを用いて保存している場合は、コンピュータの利用実態等

に応じて、情報へのアクセス制限等を適宜実施するものとする。また、通

信回線等を経由しての情報漏出外部からの不正侵入等の被害を未然に防ぐ

よう、厳重な措置を講じるものとする。特に、職員以外の者が立ち入る場

所、またはその近くにおいてコンピュータ上の園児の記録等を利用する際

には、モニターに表示された画面を通じて患者の個人情報が本人以外の外

部の者の目に触れることのないよう留意しなくてはならない。 

 ２ コンピュータに格納された園児の記録等は、機械的な故障等により情報

が滅失
めっしつ

したり見読不能となることのないよう、事務所において適宜バック

アップの措置を講じるものとする。また、バックアップファイル及び記録

媒体の取り扱い、保管は、園長の管理のもとに厳重に取り扱うものとする。 

 ３ コンピュータ内の園児の記録等の全部又は一部を、園外での利用のため

に、他のコンピュータまたは記録媒体等に複写することは原則として禁止

する。但し、職務遂行上やむを得ない場合には、園長の許可、管理のもと

に行うことができるものとする。その場合において、複写した情報の利用

が完了したときは、速やかに当該複写情報を記録媒体等から消去するもの

とする。 

 ４ コンピュータ等に電磁的に保存された個人情報をプリントアウトした場
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合には、紙媒体の園児の記録等と同等に厳重な取り扱いをしなくてはなら

ない。使用目的を終えたプリントアウト紙片は、裁断等処理を実施して、

他の者が見読不可能な状態にして速やかに廃棄しなくてはならない。 

  

第 16条（移送、送信） 

職員らは、業務上の必要により、個人情報を他の部署等に移送、送信す

る場合、これが外部に流出することのないよう適切な方法により行わなけ

ればならない。 

 

第 17条（保存期間） 

個人情報の保存期間は、次のとおりとする。 

⑴ 職員以外の個人情報   当園が廃棄を決定するまでの期間 

⑵ 職員の個人情報     在籍期間中及び退職後５年間 

 

第 18条（廃棄） 

利用目的や保存期間が終了した個人情報は、直ちに、廃棄する。 

 

第７章 個人情報の本人への開示と訂正 

第 19条（個人情報の開示、訂正、削除） 

当園は、その保有する個人情報について、当該個人情報の本人または代

理人から開示の申し出があったときは、本人又は代理人であることを確認

の上、次の各号の一に該当する場合を除き、これを開示する。 

⑴ 本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそ

れがある場合 

⑵ 業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

⑶ 法令に違反することとなる場合 
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２ 本人から自己の個人情報に関し、訂正、追加または削除の請求があった

場合であって、当該情報に誤りがある場合は、その求めに応じて、本人の

個人情報を訂正、追加または削除する。 

３ 本人から自己の個人情報に関し、利用停止または消去の請求があった場

合であって、その理由が本人の同意を得ない目的外利用、不正取得、本人

の同意を得ない第三者の提供のいずれかである場合は、その求めに応じて、

本人の個人情報の利用を停止し、または消去する。 

  

第４章 委託 

第 20条（委託先の選定基準） 

   委託先を選定するにあたっては、十分な安全管理措置を取ることができ

る委託先を選定し、個人情報保護管理委員会の定める選定基準に合致して

いるか否かを定期的に見直すものとする。 

 

第 21条（委託契約） 

   前項により選定された委託先と委託契約を締結するにあたっては、委託

先に十分な安全管理義務と守秘義務を負わせる内容でなければならない。 

 

第 22条（委託先の監査） 

   前項により委託契約を締結した委託先に対して、定期的な監査を行い、

監査の結果により委託契約を見直すものとする。 

 

第 5 章 組織及び体制 

第 23条（個人情報保護管理責任者） 

当院は、個人情報を適切に管理するため、個人情報保護管理責任者を

選任する。 
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  ２ 個人情報保護管理責任者は、個人情報の保護についての統括的責任と

権限を有する責任者として、次の職務を誠実かつ適切に遂行しなければ

ならない。 

⑴ 個人情報への不正アクセス、紛失、破壊、改ざんおよび漏洩
ろうえい

などに

関し、適切な安全管理対策を講じること。 

⑵ 個人情報の利用、管理に関し、職員の指揮監督を行うこと。 

⑶ 本規程の定めるところにより、適切に個人情報を収集、利用、保管

するため、職員に対する本規程の周知徹底等を行うこと。 

  ３ 個人情報保護管理責任者のもとに、１名以上の個人情報管理担当者を

置き、必要な個人情報保護についての業務を行わせ、これを管理、監督

しなければならない。 

 

第 24条（個人情報保護管理委員会） 

   当園の組織として、個人情報保護管理委員会を設置する。 

２ 個人情報保護管理委員会は、個人情報保護体制の確立、実施、見直し及

び改善を行う。 

３ 個人情報保護管理委員会の委員長は、第２３条に定める個人情報保護管

理責任者とし、委員長は委員会を統括し、議長を務める。 

４ 個人情報保護管理委員会の構成メンバーは、委員長が選任する者とする。 

 

第 6 章 漏えい等事案が発生した場合の措置 

第 25条（個人情報の漏えい等事案が発生した場合の措置） 

    個人情報の漏えい、滅失
めっしつ

又は毀損
き そ ん

を発見した職員は、速やかにクラス責

任者に報告し、クラス責任者は個人情報保護管理責任者に報告する。 

  ２ 個人情報保護管理責任者は、前項の報告を受けた場合、速やかに、個人

情報保護管理委員会を招集して、対応を協議する。 
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第７章 苦情及び相談への対応 

第 26条（苦情及び相談への対応） 

   個人情報に関して、本人からの苦情及び相談を受け付ける「個人情報保

護相談窓口」を設け、適切かつ迅速な対応を行う。 

 ２ 個人情報保護相談窓口の相談窓口担当者は、個人情報保護管理責任者が

選任する者とする。 

 ３ 相談窓口担当者は、苦情及び相談を受け付けた場合、氏名・連絡先を確

認の上、苦情及び相談内容を記録し、個人情報保護管理責任者に報告する。 

 ４ 個人情報保護管理責任者は、必要に応じて、情報提供者に連絡をとり、

詳細内容を確認する。 

 ５ 個人情報保護管理責任者は、個人情報保護管理委員会を招集することを

含め、必要な対応処置を指示する。  

 

第８章 教育訓練 

第 27条（教育訓練） 

   個人情報保護管理責任者は、少なくとも年１回、職員らに対して、次の

ような研修を行わなければならない。 

  ⑴ 個人情報保護の内容 

  ⑵ 個人情報保護方針、本規程の内容 

  ⑶ セキュリティ教育 

 ２ 個人情報保護管理者は、第１項の研修を効果的に行い、個人情報の重要

性を自覚させる手順・方法を確立し維持しなければならない。 
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第９章 雑則 

第 28条（懲戒） 

職員が本規程に違反した場合は、就業規則等により、懲戒処分に処する。 

２ 職員が本規程に違反したことにより当園に損害を与えた場合には、その

損害を賠償しなければならない。 

以上 

 

附則 

１ この規程は、令和 2年 2月 1日から施行する。 


